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　わが国における賃金交渉が産業規模での中央交渉と
いう内実を持つにいたった時期は，　「春闘」が1953年
の5単産（炭労，私鉄，合化，紙パおよび電気）の共
闘会議の成立によって発足した時点に求めることがで
きるが，交渉組織におけるこのような主体形成は，労
働組合の賃金政策の発展と照応するものであった。「春
闘」の場合，1952年に決定された総評の「賃金綱領」
が，いわゆるベース賃金という戦後日本経済が生み出
した労務管理ないし行政的賃金体系の打破を確認した
ことに，その裏付けを見出していた。すなわちベース
賃金が結果的には賃金総額を労務費として企業の支払
い能力を基準とする算定にゆだねていたことを否定し
て，労働者の生活費を根拠とする要求方式を打ち出し
たことによって，企業間，産業間の格差によって労働
組合運動が分断される可能性を封じたのであった。
　「春闘」がその後次第に多くの産業，業種をその中
に包摂するにいたって，アメリカのキー・バーゲニソ
グに類する交渉の連関を形成して今日に及んでいるこ
とは周知のところであるが，現在の段階でこの産業別
交渉に起っている労働組合運動の問題点は，次のよう
なものである。まず，日本経済の骨格を形成している
公営事業の労使関係が，占領当時の政令201号やそれ
を基礎とする国家公務員法，公共企業体等労働関係
法などの立法による権力的な制約下におかれており，
キー・バーゲニソグに人事院，公労委，中労委など，
複数の調停，仲裁機関が不統一に組み込まれているこ
とがあげられる。それは賃金交渉を必要以上に政治問
題化しているだけではなく，労働市場における経済的
運動に不自然な歪みを生んで，経済政策にも不安定な
要素を加えていると思われる。1．L．087号条約問題
として提起されているものがこの問題であると思われ
る。第2の問題は，中小企業の労働組合が「春闘」に
参加することの中で生まれ，次第にその深刻さを増し
ている労働条件の規模間格差の問題である。これは
「春闘」が民間主要単産と公労協を中心とし，その交
渉力に依拠しながら中小企業労働組合がスケジュール
に参加する形式をとっており大手企業間の統一要求・
統一交渉には一定の前進が見られるが，妥結水準に大
手・中小間に常に格差が与えられ，結果的には格差を
恒久化する傾向すら認められている。これは交渉を組
織化する上での必然的な帰結であり，日本経済の構造
を反映するものではあるが，困難を将来に累積してい
るという批評も可能である。とくに大手・中小の双方
を組織している単産の場合には，単産の運動方針の決
定にもこの矛盾が強く反映し，大手企業を代表する業
種と中小企業を代表する業種とが対立して単産の運営
を困難にしている事例を多く見出すことができる。こ
の場合に機械的な統一を試みることはむしろ組織にと
ってマイナスの効果を生む場合が多く，時には内部対
立を激化する傾きすら起っている。また，格差を是認
・固定化することは単一組織としての単産の機能を事
実上分断することになり，長期的には組織に沈滞ない
し分解をもたらす原因ともなり得るのである。一例と
して，化学同盟における業種別グループ（大企業を多
く包摂する）と地方本部グループ（中小企業を吸収し
ている）との間にはかなりの政策上の対立を発見する
ことができ，前者の経済的合理主義が後者の闘争スケ
ジュールと必ずしも適合しない場合も観察される。同
様のケースはほとんどあらゆる産業分野に共通のもの
であり「春闘」が実質的に産業別賃金交渉としての成
長を全うするためには，この問題をあるいは産業政策
として，あるいは反独占闘争として解決してゆくこと
が当面の課題である，ということができよう。
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